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研究要旨 

医師の勤務状況については、これまで 2 回、厚生労働科学研究班において大規模な自計

式の勤務実態調査が実施されているが、回答する医師の負担がより少なく、かつより正確

性を損なわない調査への期待は大きい。 

本年度は、10医療機関において詳細な記録から簡易な記録まで複数の調査票を用いて医

師の勤務時間に関する自計式調査（うち、一部についてはスマートフォン上のアプリを用

い、勤務時間の登録）及び他計式調査を行った。 

自計式調査で勤務実態を調査する際、調査票を詳細な調査にすれば、他計式との差は小

さくなるものの、記入者負担は増加するため、勤務時間の把握の目的にそった調査票の設

計が重要であること、スマートフォンのアプリを用いた自計式調査は、アプリの使用につ

いては比較的課題は少ないものの、不具合に対応できる大規模調査のマネジメントの課題

や、測定誤差を小さくするための工夫が必要であることが明らかになった。また、他計式

調査からは、特定行為と考えられる業務が観察された医師の実態等が明らかになった。 

本研究班では、2022年度に、過去 2回と同規模の大規模な自計式による医師の勤務実態

調査の実施を行うこととしているが、本年度の研究を通じ、大規模調査の実施に向けた課

題を整理するとともに、今後の医師の勤務環境把握における基礎資料を得ることができた。 
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Ａ．研究目的 

 

2024 年に医師の時間外労働の上限規制が

導入されることを踏まえ、また、働き方改革

の目標年度である 2036 年度に向け、医師の

勤務実態を明らかにするとともに、将来的に、

医師の労働時間を継続的に把握するための

方法を検討する必要がある。 

医師の勤務状況については、これまで、平

成 28 年度、令和元年度に厚生労働科学研究

班において大規模な調査が実施されている

が、回答する医師の負担がより少なく、かつ

より正確性を損なわない調査への期待は大

きい。特に、2024年の医師の時間外労働に関

する上限規制の導入前には、過去と同程度の

医師の勤務実態調査を行い、これまでの医師

の働き方改革の進捗状況や、上限規制導入前

の状況を把握する必要があることから、記入

者負担を最小限にしながら医師の勤務実態

を詳細に把握することが不可欠である。 

そこで本年度は、10 の医療機関において

詳細な記録から簡易な記録まで複数の調査

票を用いて医師の勤務実態に関する自計式

調査を行うとともに、調査員が医師の勤務に

同行しながら勤務実態を記録する他計式調

査を実施、自計式調査と他計式調査と比較、

記入者負担を最小限にしながら正確な勤務

実態が把握できる自計式調査の方法につい

て検討を行うことで、医師の勤務の特殊性を

踏まえつつ、医療提供体制を維持することが

可能な医師の勤務環境についての議論を進

める上で必要となる基礎データが得ること

を目的とした研究を実施することとした。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

（１）自計式調査 

 本研究では、病院の種別・病床規模・地域

分布を考慮し、計 10 病院を対象に「医師の

勤務把握に関する調査」として、調査協力施

設の特性と調査対象者の医療機関としての

勤務時間把握の方法を調査する「施設調査」

及び医師の勤務実態把握と調査回答するに

あたっての課題について把握するための「医

師調査」を実施した。 

医師調査（自計式調査）では、医師属

性、勤務実態の他、調査票記載の状況につ

いて回答を求めた。このうち、勤務時間調

査については、調査期間（連続する 7日

間）において、医師自身が業務内容等にご

とに業務等について所要時間を矢印や数値

で記入する方式とし、記入負担の程度に応

じた４パターンの記入様式を用いた。 

 調査結果は、各調査項目について集計を

行った他、自計式調査と他形式調査を同時

に実施した場合の差異について、診療業

務・診療外業務・休憩時間のそれぞれにつ

いて比較した他、医療機関が把握している

勤務時時間と自計式調査における勤務時間

との差異について集計・分析を行った。 

 

（２）勤務医師の勤務実態把握（他計式調査） 
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本研究の意義・方法について賛同した医療

機関において、推薦された各医師を同じ医療

機関の看護師等が交代で観察し、１分単位で

その業務内容を文章で記録し、簡易なコーデ

ィング（分類）を行う。そして、記録された

詳細な業務内容について、研究者から依頼さ

れた他の医療者（医師、看護師等）が、詳細

なコーディングを実施する。このとき、コー

ディングは過去に実施されたタイムスタデ

ィで確立された医師業務分類コード表に基

づいて行った 

（３）アプリを用いた医師の勤務環境把握に

関する研究 

各医療機関 1 名（合計 10 名）の医師にス

マートフォン上のアプリを用い、勤務時間の

登録を依頼した。東京大学で準備した全て同

一の仕様スマートフォンにアプリを導入し

た。被験者には説明書、同意書などをスマー

トフォンとまとめた一式としてキット化し、

研究班全体の調査の委託先（PwC コンサルテ

ィング合同会社）から医療機関を通じ、配布・

回収した。 

スマートフォンには 2種類のアプリ（アプ

リ Aはクラウド上にデータ保存、アプリ Bは

スマートフォン本体にデータ保存）がインス

トールされており、被験者が調査の内容に同

意した場合、それぞれのアプリで 3日ずつ勤

務時間等を登録してもらった。アプリ Bでは

勤務の開始・終了に加え、被験者は 1時間毎

の業務の内訳の割合を登録した。業務の内訳

の項目は固定されている。被験者はアプリへ

の入力を随時行う必要はなく、業務等の都合

で事後でも入力できた。調査期間の終了時に、

被験者はアンケートに回答した。調査終了後

に回収したスマートフォンおよびクラウド

からデータを取り出し、記述統計を確認した。

自由解答を含めて質的にも検討し、将来的に

アプリを利用して医師の勤務時間を把握す

ることの利点と課題を明らかにした。 

図１ アプリを用いた医師の勤務環境把握調査説明書 

（倫理的配慮） 

本研究は、自治医科大学 医学系倫理審査委

員会及び東京大学倫理審査専門委員会の倫

理審査を受審・承認得て実施された。 
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Ｃ．研究結果 

 

（１）自計式調査及び自計式調査・他計式調

査の比較について 

調査対象医療機関の 2024 年からの医師の

時間外労働の適用について複数回答で聞い

たところ、B 水準が最も多く 6 施設（50%）、

次いで A 水準 5 施設(50%)あった。未定は１

施設（10%）であった。また、宿日直勤務の労

働基準監督署の許可の取得は 8 施設(80%)に

おいて行われていた。 

調査対象となった 93 名の医師の属性は、

男性が 74名と約 8割を占め、30代が最も多

く 43名（46.2%）、次いで 40代が 25名（26.9%）

であった。1 週間の勤務時間については、全

体では 59時間 20分、診療業務が 52時間 07

分と大部分を占めていた。 

診療業務・診療外業務・休憩時間について、

他形式調査と自計式調査の差を求めたとこ

ろ、最も詳細な区分で調査を行うパターンⅠ

が、自計式・他計式の調査の差が小さい傾向

にあった。その一方で、調査票を記載するた

めにかかった時間については、最も調査の粒

度が細かいパターンⅠでも、その次に粒度が

細かいパターンⅡに比較して、記入時間の増

は 6.9 分と 1 日あたり 1 分未満の増加にと

どまった。 

 

（２）勤務医師の勤務実態把握（他計式調査） 

 52 名について、観察時間の範囲は、出勤か

ら・退勤まで観察できた医師は 12名（23.1％）

であった。残る医師は、観察者の業務の都合に

より、日中の限定された観察時間であった。ま

た、当直の有無については、観察時間の中に、

当直の時間帯が含まれていた医師は 8 名

（15.4％）であった（うち 1名は夜間のシフト

勤務であった）。 

特定行為と考えられる業務が観察された医

師は 29 名（55.8％）であった。時間的には比

較的短時間であったが、観察された特定行為に

は以下の項目などが含まれていた。 

 

表１ 観察された特定行為と考えられる業務一覧 

 

T01 経口用気管チューブ又は経鼻用気管チューブ

の位置の調整 

T02 侵襲的陽圧換気の設定の変更 

T03 非侵襲的陽圧換気の設定の変更 

T04 人工呼吸管理がなされている者に対する鎮静

薬の投与量の調整 

T05 人工呼吸器からの離脱 

T12 低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及びそ

の変更 

T17 中心静脈カテーテルの抜去 

T18 末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入 

T19 褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない

壊死組織の除去 

T20 創傷に対する陰圧閉鎖療法 

T22 直接動脈穿刺法による採血 

T23 橈骨動脈ラインの確保 

図 2 自計式・他計式の比較（診療業務） 
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T25 持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整 

T26 脱水症状に対する輸液による補正 

T27 感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与 

T29 硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投

与量の調整 

T30 持続点滴中のカテコラミンの投与量の調整 

T31 持続点滴中のナトリウム、カリウム又はクロー

ルの投与量の調整

T32 持続点滴中の降圧剤の投与量の調整 

T33 持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与

量の調整 

T35 抗けいれん剤の臨時の投与 

T36 抗精神病薬の臨時の投与 

（３）アプリを用いた医師の勤務環境把握に

関する研究 

9医療機関で各施設 1人が調査に参加した。

アプリ Aにおける 8名の記録では、3日間の

勤務時間の中央値は1,937分（32時間17分）

であり、最大 2,166分（36時間 6分）、最小

1,704 分（28 時間 24 分）だった。同様にア

プリ Bでは中央値 1,875分（31時間 25分）、

最大 2,280分（38時間）、最小 1,590分（26

時間 30 分）だった。 

事後アンケートに対する被験者の回答で

は、「勤務時間等を登録する場合、アプリと

紙のどちらの方が便利だと思うか」という質

問には、4名がアプリを、2名が紙を挙げた。

また、「アプリで勤務時間等を登録する場合、

どの程度の頻度であれば許容できるか」につ

いては、「出退勤のみ」であれば過半の 5 名

が「毎日」、「出退勤に加えて勤務時間のおお

まかな内訳」まで広げると「週 1-2日」が 4

名、さらに「許容できない」とした者が 3名

いた。本人が許諾した上で匿名化されていな

いデータが利用される前提で「アプリから取

得したデータの利用範囲」を尋ねたところ、

「出退勤のみ」であれば「可」とした人数は、

利用範囲が「施設の管理者」と「部門の管理

者（上長）」で 6 名、「学会」で 5 名、「外勤

先や外勤元の管理者」と「国などの行政」で

4 名だった。「出退勤に加えて勤務時間のお

おまかな内訳」に広げると、「可」とした者

の人数は全ての区分で「出退勤のみ」よりも

少なかった。 

Ｄ．考察 

（１）自計式勤務状況把握における課題につ

いて 

自計式の勤務状況把握を行う際には、多く

の情報を得ようと詳細に調査を行えば、詳細

な分析が可能となる一方、記入者負担増・引

いては回収率の低下につながるというトレ

ードオフの関係にあると考えられる。本研究

では、調査員による他計式調査を過去の医師

の勤務実態調査で用いられた方法等を参考

に作成された 4 種類の自計式調査と比較す

ることで、このトレードオフの関係を明らか

にすることを試みた。 

今回の結果からは、1週間の勤務状況調査

の粒度が細かくなるごとに７分程度ずつ記

入時間が増加になっていた。これは、1日分

にすれ約 1分程度であり、各調査における目

的と記入者負担の比較を考える上で有益化

な知見が得られたと考えられる。 

調査後のアンケート調査からは、診療外業

務について記入者が区分に迷う場合が多い

と回答しており、複数の業務を同時並行で実

施する場合がある他、自己研鑽と業務との区

分について迷っている場合が多いことがう
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かがわれる。来年度実施する大規模調査にお

いては、今回の調査で明らかになった疑問点

が生じないように、調査依頼の際や調査票の

設計の点でも留意が必要と考えられる。 

（２）勤務医師の勤務実態把握（他計式調査）

コロナ禍ではあったが、本研究の意義に賛同

する 10 の医療機関から、52名の医師が他計

式調査に参加した。他計式調査の記載内容に

は、観察者による記録の粒度にバラツキはあ

ったが、自記式調査票の妥当性を検討する有

用なデータを収集することができた。詳細な

コーディングを実施し、特定行為と考えられ

る業務が観察された医師は 29 名（55.8％）

であった。特定行為そのものが実施された時

間は短時間であったが、特定行為を実施する

までの過程における患者情報の収集、身体所

見のセスメントなど確定診断を導き出すた

めの業務や、特定行為実施後の観察の業務な

ど、特定行為そのものに限定されず、それに

関係するより多くの医師の業務において、特

定行為の研修を受けた看護師の貢献が期待

される。 

（３）アプリを用いた医師の勤務環境把握に

関する研究 

 本年度の研究では小規模ながら 9 医療機

関でアプリを用いた勤務時間の実態を調査

した。その結果、個々の医師は文書で簡単な

説明を行えばアプリを使用できたが、大規模

調査のマネジメントは難しいこと、紙の調査

と同様に測定誤差を小さくするための工夫

が必要であることが推察された。また、取得

したデータの利用範囲を限定的にしたいと

考える医師は少数派であった。引き続きアプ

リを用いた調査の適用範囲や条件、取得デー

タの利用に関する課題について検討を深め

る必要がある。 

Ｅ．結論 

過去の調査形式を踏襲する場合、詳細な調

査にすれ自計式、他計式の差は小さくなるも

のの、記入者負担は増加しており、勤務時間

の把握の目的にそった調査票の設計が重要

である。いずれにしても、記入者負担増は回

収率にも直結する問題であり、回収率を上げ

るための取組が必要である。勤務状況を把握

する上では、診療外の業務の範囲について、

医師側は分類が困難であるものがあると感

じており、調査票の設計上の工夫に加え、労

働時間の範囲に関する周知活動の重要性が

改めて示唆されたものと考えている。 

スマートフォンのアプリケーション（アプ

リ）を用いた調査については、被験者の医師

は文書による説明を読んでアプリを使用で

きたが、不具合に対応できる大規模調査のマ

ネジメントは難しいこと、紙の調査と同様に

測定誤差を小さくするための工夫が必要で

あることが推察された。また、取得したデー

タの利用範囲を限定的にしたいと考える医

師は少数派であった。引き続きアプリを用い

た調査の適用範囲や条件、取得データの利用

に関する課題について検討を深める必要が

ある。 
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Ｆ．健康危機管理情報

該当なし

Ｇ．研究発表

該当無し

H．知的財産権の出願・登録状況 

該当無し
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